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　国分寺市議会議員 丸山哲平です。今回は 9月 6日から 10月 4日にかけ
開催された国分寺市議会第 3回定例会での一般質問の要旨 (裏面参照 )と
同定例会で認定された令和 2年度決算概要を中心にご報告致します。
プロフィール ： 1981年 5月26日生まれ　家族：妻、長女、長男
  みふじ幼稚園、国分寺市立第五小学校、国分寺市立第一中学校、
  早稲田大学高等学院、早稲田大学法学部、三井物産株式会社、公益財団法人 松下政経塾を経て、
2015年 4月より国分寺市議会議員（現在 2期目）
所属：新庁舎建設等特別委員会 (委員長 )、建設環境委員会、議会運営委員会

令和2年度 国分寺市一般会計・特別会計が全て認定されました

討議資料

一般会計歳入決算額：639 億 2,199 万 7,516 円　一般会計歳出決算額：619 億 9,287 万 7,270 円
 ・決算額としては過去最大規模。増加の最大要因は特別定額給付金給付事業費補助金の約 125 億円。
 ・新型コロナウイルス感染症対策事業として約 147億 3,404 万円を支出。うち市負担は約 2億 1,425 万円。
 ・経常収支比率は前年度の 94.5%から 93.4%と 1.1%改善。その他財政指標も改善傾向。
 ・市税については法人住民税が約 2.02 億円減少も個人市民税は約 2.09 億円増加し、市税全体では
    昨年度比で 245,806 円の減少に留まる。( 増減率 0%)

全会計歳入決算額：874 億 4,146 万 1,915 円　全会計歳出決算額：850 億 6,360 万 8,736 円

http://www.city.kokubunji.tokyo.jp/kurashi/1008592/1022636/index.html

国分寺市 新型コロナウイルス関連情報はこちら
　国分寺市HPにて日々更新・発信されています。

新型コロナワクチン接種情報はこちら
　ワクチン概要、接種会場・スケジュール等の情報を日々更新しております。
https://www.city.kokubunji.tokyo.jp/kurashi/1008592/1022636/1025222/index.html

概要　＊詳細は後日発行される市報 (11 月 1日号 ) をご参照下さい。

　決算とは昨年 1年間の当市の収入と支出の総実績を示すもので、令和 2年度決算特別委員会は 9
月 27 日～29 日の 3日間開催され、私も委員として参加し効果と評価を行いました。
　委員会では様々な質疑を通して、新型コロナウイルス感染症対策という未曾有の危機に対して、
行政各部各課が通常業務を行いながら市民の安心安全を守るために適切な業務執行を行っていたこ
と、また財政運営についても危機対応を行いつつも健全財政の維持に努めたことが明らかとなりま
した。結果、私は今回の全会計の決算認定に「賛成」致しました。
　なお今後について懸念もあります。その一つは税収と財政規律です。本決算では法人住民税が減
収となるも個人市民税が人口 /納税者増加等の要因で増収となりました。しかし新型コロナウイル
ス流行から 2年近くが経過し、今後個人市民税においても悪影響が出てくることは十分想定されま
す。こうした中、市民生活を守るための必要な支出を確実に行いつつ、財政規律を維持させるには
これまで以上に一つ一つの事業の必要性と効果の検証が欠かせません。引き続き議員として建設的
且つ時に厳しい姿勢でさらに適切な行政経営を求めて参ります。
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令和 3年第 3回定例会　一般質問 ( 要旨 )
デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
今
後
：

市
民
の
利
便
性
向
上
に
資
す
る
デ
ジ
タ
ル

活
用
を
遅
滞
な
く
進
め
よ
。

丸
山：
昨
年
、電
子
図
書
導
入
の
提
案
を
行
っ

た
。
そ
の
際
、図
書
館
運
営
協
議
会
に
諮
問
、

研
究
を
進
め
て
い
く
と
の
答
弁
だ
っ
た
が
最

新
状
況
は
ど
う
な
っ
て
い
る
か
。

教
育
部
長
：
協
議
会
は
こ
れ
ま
で
４
回
開
催
、

現
在
答
申
作
成
中
で
あ
る
。
電
子
図
書
サ
ー

ビ
ス
を
新
し
い
生
活
様
式
に
対
応
し
た
非
来

館
型
の
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
導
入
促
進
を
提
言

す
る
方
向
で
議
論
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

丸
山
：
答
申
が
出
た
後
、
市
で
は
ど
の
よ
う

に
対
応
し
て
い
く
の
か
。
私
か
ら
は
来
年
度

か
ら
の
導
入
を
強
く
求
め
る
が
ど
う
か
。

教
育
部
長
：
以
前
よ
り
導
入
経
費
が
安
く

な
っ
て
い
る
と
の
調
査
も
あ
る
。
答
申
内
容

を
踏
ま
え
費
用
対
効
果
の
精
査
も
行
い
、
段

階
的
な
導
入
等
含
め
検
討
し
て
参
り
た
い
。

電
子
図
書
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
：

市
民
ニ
ー
ズ
の
多
様
化
に
対
応
し
た

次
世
代
の
図
書
サ
ー
ビ
ス
確
立
を
求
め
る
。

審議結果等は市議会だよりも合わせてご参照下さい。

 TOPICS 民設民営学童での高学年児童 (4年生 )受入れ試行実験がスタート
　私はこれまで議会の一般質問等 ( 前回市議報でも報告 ) で、定員に空きのある民設民営学童保育所に
おいて高学年児童受入れの試行実験を求めて参りました。
　結果、今回一部の民設民営学童保育所で高学年児童 (4年生 )受入れの試行実施がスタートすること
となりました。行政に対しては提言をしっかり受け止め対応してくれたことを高く評価すると共に、
今後試行実験を通して把握されるであろう実際の需要や課題をしっかりと分析し、さらなる充実した
制度設計に繋げていくことを私自身のさらなる具体的提言と共に求めて参ります。
　市民の方々にはそれぞれニーズがあり、その一つ一つは尊重すべきものです。ただ実際には財政や
人員等資源に限りがあるのも事実であり、ただ単に行政にあれもこれもやって欲しいと言うだけでは
議員として責任ある仕事とは言えません。私は今後とも現実をしっかりと踏まえながら、しかし確実
に市民生活を支え、向上させていく政策提言とその実現を目指し活動して参ります。

　　　　　　　　　　　　　　参考URL：
　　　　　　　　　　　　　　https://www.city.kokubunji.tokyo.jp/kurashi/1008608/1008673/1026249.html

丸
山
：
市
で
は
こ
れ
ま
で
押
印
の
見
直
し
等
、

省
力
化
に
よ
る
利
便
性
向
上
と
安
心
・
安
全

へ
の
寄
与
を
進
め
て
き
た
。
今
後
は
市
民
が

行
う
手
続
き
自
体
の
デ
ジ
タ
ル
化
を
進
め
る

必
要
が
あ
る
。
ど
の
手
続
き
を
ど
の
タ
イ
ミ

ン
グ
で
電
子
化
し
て
い
く
の
か
伺
う
。

政
策
部
長
：
国
は
令
和
４
年
度
末
ま
で
に
子

リ
モ
ー
ト
学
習
に
つ
い
て
：

教
育
委
員
会
で
主
体
性
を
発
揮
し
、
子
ど
も

た
ち
の
学
び
の
機
会
の
さ
ら
な
る
充
実
を
。

丸
山
：
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
は
足

元
若
干
収
ま
っ
て
き
た
が
予
断
は
許
さ
れ
な

い
状
況
だ
。
ま
た
有
効
な
対
策
と
さ
れ
る
ワ

ク
チ
ン
接
種
は
現
在
満
１
２
歳
以
上
を
対
象

と
し
、
大
部
分
の
小
学
生
は
接
種
が
出
来
な

い
。
早
急
に
リ
モ
ー
ト
学
習
の
体
制
構
築
を

進
め
る
必
要
が
あ
る
。
現
状
は
ど
う
か
。

教
育
長
：
学
び
の
継
続
は
極
め
て
重
要
と
認

識
し
て
い
る
。
各
校
に
タ
ブ
レ
ッ
ト
の
よ
り

積
極
的
な
活
用
を
呼
び
か
け
て
い
る
。

丸
山
：
現
下
の
状
況
で
各
校
の
自
主
的
判
断

に
任
せ
る
の
は
限
界
が
な
い
か
。
教
育
委
員

会
中
心
に
全
体
で
統
一
感
あ
る
対
応
が
必
要

だ
。
モ
デ
ル
校
を
指
定
し
検
証
と
全
校
へ
の

展
開
を
進
め
る
べ
き
と
考
え
る
が
ど
う
か
。

教
育
長
：
第
４
中
学
校
で
タ
ブ
レ
ッ
ト
を
活

用
し
た
オ
ン
ラ
イ
ン
授
業
を
行
っ
た
。
課
題

を
把
握
し
、
全
校
に
文
書
で
情
報
提
供
も

行
っ
た
。ス
ピ
ー
ド
感
を
持
っ
て
取
り
組
む
。

育
て
・
介
護
関
係
の
手
続
き
デ
ジ
タ
ル
化
を
、

令
和
７
年
度
末
に
自
治
体
の
主
要
業
務
シ
ス

テ
ム
を
標
準
化
・
共
通
化
さ
せ
る
こ
と
と
し

て
い
る
。
市
と
し
て
国
の
動
向
と
費
用
対
効

果
を
見
な
が
ら
取
組
む
必
要
が
あ
る
。
ま
ず

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
方
針
を
策
定
し
、
そ
の
中

で
具
体
的
取
組
み
を
明
ら
か
に
し
て
参
る
。


